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NiX JAPAN 株式会社［旧：株式会社新日本コンサルタント］
■ 所在地（本　　  社）〒930-0857　富山市奥田新町 1 番 23 号
　　　　 　　 （東京本社）〒101-0031　東京都千代田区東神田二丁目 5 番 12 号
■ 代表者　代表取締役社長　市森 友明
■ 創　 業　1979 年 4 月
■ 資本金　8,000 万円

■ 売上高 単体：34 億円（2023 年 6 月期）
　　　　　　　　　グループ：63 億 5 千万円（2023 年 6 月期）
■ 拠点 国内：52 カ所 / 海外 7 カ所
■ 従業員 国内単体：284 名（正社員 156 名）　グループ：604 名　/　海外 36 名
■ 主な事業 インフラ技術サービス事業（総合建設コンサルタント、 補償コンサルタント、
　　　　　　　　　測量調査業、 新エネルギー開発事業）

　NiX JAPAN 株式会社（富山市奥田新町、市森友明社長：以下、NiX JAPAN）は第 7 回 JAPAN コンストラクション国
際賞の中堅・中小建設企業部門において、国土交通大臣表彰を受賞いたしました。インドネシアにおいて自社で開発・

運営している水力発電事業の「トンガル水力発電事業」の取組みを評価いただきました。中堅・中小建設企業部門にお

いて建設コンサルタント業及び自社事業での受賞は初めての受賞となります。
　なお、第 7 回 JAPAN コンストラクション国際賞の表彰式は、2024 年 9 月 5 日（木）に三田共用会議所にて開催され

ます。

■事業評価ポイント
以下の点において国土交通省より弊社海外事業の評価をいただきました。
1. 現地開発銀行とのプロジェクトファイナンス契約や日系政府金融機関の支援による資金調達により、海外事業の

統括拠点としてシンガポール持株会社を設立し、再生可能エネルギーの導入に向けた FIT 制度がある東南アジア
地域への事業展開を検討している。

2. 自社水力発電開発に合わせ、コミュニティ道路を舗装整備し、周辺住民と共同利用している。
3. 地震で道路や公共施設が被害を受けた際、事業の工事用重機や人員リソースを活用し、公共道路の補修を無償で

引き受け、災害復旧を最優先に対応している。

評価ポイント 1：
現地開発銀行とのプロジェクトファイナンス契約

評価ポイント 3：
災害復旧への対応

■JAPAN コンストラクション国際賞について
　国土交通省は、平成 29 年に「JAPAN コンストラクション国際賞（国土交通大臣
表彰）」を創設し、①我が国企業が海外において携わった「質の高いインフラ」プロジ
ェクト、②先導的に海外において活躍する中堅・中小建設関連企業、③海外におい
て「質の高いインフラ」の実現に貢献している研究開発事業や人材育成事業等を表
彰しています。これにより、「質の高いインフラ」の更なる普及啓発を図り、我が国企
業の海外におけるプレゼンスを高めるとともに、我が国企業の更なる海外進出を応
援しています。また、海外において高い評価を得ている建設プロジェクトや海外で
活躍する我が国企業等を日本国内にも分かりやすく伝えることによって、若年世代
が将来建設産業に携わることへの興味・関心を高めることも期待しています。

【中堅・中小建設企業部門】
海外において建設、設計、測量、建設資機材の供給等の事業活動を行っている日本の中堅・中小建設関連企業
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第 7 回 JAPAN コンストラクション国際賞 
中堅・中小建設企業部門において

国土交通大臣表彰を受賞いたしました
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■トンガル水力発電事業 事業概要
　トンガル水力発電所（6,200kW）は、スマトラ島の西スマトラ州西パサマン県パダン市から約 200km の地点、トン
ガル川流域に位置しており、発電した電力を今後 25 年間、インドネシア国営電力会社 PT. PLN（以下、PLN）へ売電し
ます。年間売電量は 38.73GWh で、インドネシアの一般家庭約 46,000 軒分となり、年間売上は USD2,800,000 とな
ります。
　本事業は、各種権利取得や PLN との売電契約締結など、2013 年以来インドネシア企業単独で開発を進めておりま
したが、技術面や資金面での問題から、プロジェクトが行き詰まっていた中、インドネシア現地法人の PT. NiX Indo-
nesia Consulting 及び NiX JAPAN による技術最適化及びプロジェクト資金支援を経て、問題を解消し、事業化した案
件となります。2019 年 11 月に NiX グループが事業主体であるプロジェクト SPC（特別目的会社）の PT. Optima 
Tirta Energy 社の株式を 75％取得し、マジョリティ株主として事業を進め、日本企業がマジョリティの立場で自社水
力発電所を開発した大変珍しいケースになります。また、本事業はインドネシア国営開発銀行の PT. Sarana Multi 
Infrastruktur Persero とプロジェクトファイナンス契約を調印し、日本政策投資銀行を始めとした日本の政府系金
融機関、地方銀行からも支援をいただき、約 3 年半の工期を経て、2023 年 11 月に稼働しました。稼働後も、2024 年度
は 1 月～ 6 月の 6 か月累計で想定対比 106％の発電量になるなど、海外事業ながら安定稼働しています。

発電所建屋全景

取水堰・取水口

■NiX グループのエネルギー事業、海外事業への取り組み
　NiX グループは、これまでインドネシアにおいて水力、太陽光発電事業、EV ビジネスといったエネルギー事業に
加え、投資事業として LPG 充填販売事業を展開しています。今後もエネルギー事業においてクリーンな電源開発を
強化することで、インドネシア・日本両国の脱炭素化社会の実現に向け貢献していきます。
また、国内事業で培ったインフラ設計や再生可能エネルギー事業における日本の高品質かつ高効率な優れた技術を、
インドネシアを中心とした東南アジア諸国での自社事業に伴い導入・運用することで波及展開していき、エネルギー
セキュリティの安定化にも貢献し、海外へのインフラ輸出戦略へ寄与できるよう事業拡大していきます。

■トンガル水力発電事所　諸元

インドネシア西スマトラ州西パサマン県事業実施場所

トンガル川対象河川

6,200 kW発電出力

流れ込み式、設計流量16㎥/秒、有効落差44.4ｍ発電形式

3,100 kW（横軸フランシス型水車）×2基設備

38.73 GWh（インドネシア一般家庭46,000軒分）年間売電量

15百万USD総事業費

18,319 tCO2/年想定GHG排出
削減量

2024 年 8 月 1 日
No2


